平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	公明党室蘭市議会

	議員名
	細川　昭広、砂田　尚子、柏木　隆寿

	調査実施年月日
	平成２４年１月２３日（月）

	調査先　自治体名等
	北海道　小樽市

	調査項目
	「小樽市こども発達支援センター」について

	調査目的
	小樽市こども発達支援センターの事業実施にいたる経緯と実施概要、事業費、各連携団体（NPOなど）との連携状況、ことばの教室や特別支援学級との連携、巡回児童相談などの実施について調査し、本市のこども発達支援センターの業務に生かす。

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：　１３１，７４４人（Ｈ２３．４．１現在）　　　行政面積：　２４３．３０ｋ㎡

２　視察内容
小樽市こども発達支援センターは学校統廃合により閉校となった、旧小樽市立東山中学校校舎をH14年度から市教育委員会庁舎として再利用し、H16年度から1階部分をこども発達支援センターとして活用している。また、稲穂小学校内にも分室を設置している。1日あたりの利用定員は20名（最大25名、稲穂分室を含む）となっており、職員配置は所長以下、理学療法士1名、言語指導員3名、心理士1名、保育士3名、事務員1名の計10名で運営。利用児童の内訳は運動障害21名、知的障害8名、発達障害90名、言語障害3名の計125名が通所している。年齢別では1歳～5歳児が109名、小学生9名、中学生4名、高校生3名で圧倒的に発達障害のこどもが多い現状。療育形態は集団教育が（火～金）、個別療育が（月～金）となっており①9：30～11：30と②11：30～13：30の2部制になっており集団指導は保育士が担当し、個別指導は理学療法士、言語指導員、心理士が担当している。また発達相談については所長と心理士が対応とのこと。H16年以前は各種障害別に知的通園施設やことばの教室、肢体不自由児訓練施設、聾学校幼稚園部など分かれていたが療育と相談、近年、増加傾向にある発達障害への対応も検討した結果、就学前障がい児の発達支援を一元化することで相談や療育機能の向上が図られ軽度発達障がい児の支援を充実させていくことになった。巡回児童相談は北海道中央児童相談所の福祉士2名と判定員2名により年6～8回センターにおいて実施しており、センターの役割は事前調整のみで相談者の7～8割は療育手帳の申請や更新の相談。障害児支援の流れとしては保育所の各種健診からが全体の60％、幼稚園・保育所からの紹介が30％、病院からや保護者からの直接申込が10％となっており、年間100件程度の新規相談件数がある。特別支援学級等との連携では就学後は学校へ引き継ぐことになっているが肢体不自由児については就学以降も療育を継続するため連携している。また学齢期になってからの発達相談も年間10件程度あるため学校との連携・情報交換は行っている。

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	相談窓口の一元化で発達障害児への療育対応がH16年7月、利用登録者37名からH23年8月、118名と3倍に増加していることからもセンター設置の効果は大と考える。また療育関係図書も約300冊程度蔵書されており今後も整備される予定とのこと。本市も同様の発達支援センターを設置しており、関係図書の充実も含め他センターとの情報交換も必要と感じた。今後の課題として①増加する発達障がい児への対応②頻繁な制度変更への対応③多様化する障害増④育児基盤の弱さなどが揚げられており本市も同様の課題解決とともに相談支援専門員などのスタッフ充実が望まれる。


